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ストレスチェック制度の実施状況を施行後はじめて公表します

～ ストレスチェックを活用して働きやすい職場づくりを ～

厚生労働省では、このたび、全国の事業場から労働基準監督署に報告のあった、労働

安全衛生法に基づくストレスチェック制度※の実施状況についてはじめて取りまとめま

したので、公表します。ストレスチェック制度の実施が義務付けられている事業場（常

時 50 人以上の労働者を使用する事業場）については、実施結果を所轄の労働基準監督

署に報告する必要があります。この報告を取りまとめた結果、平成 29 年６月末時点で、

８割を超える事業場がストレスチェック制度を実施済みであることが分かりました（詳

細は別添）。

※ ストレスチェック制度とは、職場におけるメンタルヘルス不調を未然に防止することを目的に、
常時 50 人以上の労働者を使用する事業場に対し、平成 27 年 12 月から年１回のストレスチェック
とその結果に基づく面接指導などの実施を義務付けているもの。

ストレスチェックをきっかけに、働く方一人ひとりが自らのストレスの状況に気づき

セルフケアなどの対処をするとともに、事業者は、長時間労働の改善や職場内のコミュ

ニケーションのあり方などを含めた職場環境の見直しを行い、働きやすい職場づくりを

進めることが重要です。

厚生労働省としては、労働局・労働基準監督署において、ストレスチェック制度の実

施徹底を指導するとともに、小規模事業場を含めたメンタルヘルス対策を推進するため、

ポータルサイト「こころの耳」を通じた企業の取組事例の提供、産業保健総合支援セン

ターによる教育・研修の実施、企業の取組に対する助成金といった各種支援事業の充実

を図っていきます。

【ストレスチェック制度の実施状況（概要）】

・ ストレスチェック制度の実施義務対象事業場のうち、82.9％の事業場がストレスチェック制度を

実施。

・ ストレスチェック実施事業場の労働者うち、ストレスチェックを受けた労働者の割合は 78.0％。

・ ストレスチェックを受けた労働者のうち、医師による面接指導を受けた労働者の割合は 0.6％。

・ ストレスチェックを実施した事業場のうち、78.3％の事業場が集団分析を実施。

別添 ストレスチェック制度の実施状況
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別添

ストレスチェック制度の実施状況

１ ストレスチェック制度の実施状況

・ 平成 29 年６月末現在（以下、同じ）、ストレスチェック制度の実施が義務付けられた事
業場のうち、所轄の労働基準監督署に実施報告書の提出があった事業場※１は約 83％。

表１ ストレスチェック制度の実施状況

※１ ストレスチェックの実施が義務付けられている事業場は、ストレスチェックの実施結果に関する報告書を所

轄の労働基準監督署に提出する義務がある。報告書の提出時期は、各事業場の事業年度の終了後など、事業

場ごとに設定して差し支えないこととしている。

表２ ストレスチェック制度の実施状況（主な業種別）

≪ 以下２～５は、実施報告書の提出があった事業場における実施状況 ≫

２ ストレスチェックの受検状況

・ 在籍労働者のうち、ストレスチェックを受けた労働者は約８割。

表３ ストレスチェックの受検状況

事業場規模 50～99 人 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 計

ストレスチェックを

実施した事業場の割合 78.9％ 86.0％ 93.0％ 99.5％ 82.9％

業種 製造業 建設業 運輸交通業 貨物取扱業 商業

ストレスチェックを

実施した事業場の割合 86.0％ 81.1％ 80.9％ 76.6％ 79.9％

金融・広告業 通信業 教育・研究業 保健・衛生業 接客娯楽業 清掃・と畜業

93.2％ 92.0％ 86.2％ 83.7％ 68.2％ 67.0％

事業場規模 50～99 人 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 計

ストレスチェックを

受けた労働者の割合 77.0％ 78.3％ 79.1％ 77.1％ 78.0％

※ 厚生労働省労働衛生課調べ（平成 29 年７月）



３ ストレスチェック実施者※２の選任状況

・ 約６割の事業場で、事業場内の産業医等がストレスチェック実施者として関与している。

表４ ストレスチェック実施者の選任状況（事業場の割合）

※２ ストレスチェック実施者は、ストレスチェックの調査票の選定や調査票に基づくストレスの程度の評価方法、

高ストレス者の選定基準の決定について、事業者に対して専門的な見地から意見を述べるとともに、ストレ

スチェックの結果に基づき、当該労働者が医師による面接指導を受ける必要があるか否かを確認するなどの

役割がある。ストレスチェック実施者は、医師、保健師、一定の研修を受けた看護師・精神保健福祉士から

選任する必要がある。

４ 医師による面接指導の実施状況

（１）医師による面接指導を受けた労働者の状況

・ ストレスチェックを受けた労働者のうち、医師による面接指導を受けた労働者※３は0.6％。

表５ 医師による面接指導を受けた労働者の状況

※３ 事業者は、ストレスチェックの結果、高ストレス者として選定された者であって、医師による面接指導を受

ける必要があるとストレスチェック実施者が認めた者のうち、労働者から申出があった者について、医師に

よる面接指導を実施しなければならない。

事業場規模 50～99 人 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 計

事業場内の産業医等 55.8％ 58.1％ 67.5％ 81.3％ 58.2％

① 事業場選任の

産業医 47.9％ 49.1％ 56.1％ 70.8％ 49.4％

② 事業場所属の医

師（①以外の医師に

限る）、保健師、

看護師または

精神保健福祉士

7.9％ 9.2％ 11.4％ 10.5％ 8.8％

外部委託先の医師、

保健師、看護師または

精神保健福祉士
44.2％ 41.7％ 32.5％ 18.7％ 41.8％

事業場規模 50～99 人 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 計

医師による面接指導を

受けた労働者の割合 0.8％ 0.7％ 0.6％ 0.5％ 0.6％



（２）医師による面接指導を実施した事業場の状況

・ ストレスチェックを実施した事業場のうち、医師による面接指導を実施した事業場は約
３割。

・ 医師による面接指導を実施した事業場のうち、約８割の事業場で、事業場選任の産業医
が面接指導を担当した。

表６ 医師による面接指導の実施状況

表７ 面接指導実施者の選任状況（事業場の割合）

５ 集団分析※４の実施状況

・ ストレスチェックを実施した事業場のうち、集団分析を実施した事業場は約８割。

表８ 集団分析の実施状況

※４ 集団分析とは、ストレスチェックの結果を職場や部署単位で集計・分析し、職場ごとのストレスの状況を把

握すること。集団分析の結果を、業務内容や労働時間など他の情報と併せて評価し、職場環境改善に取り組

むことが事業者の努力義務となっている。

事業場規模 50～99 人 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 計

医師による面接指導を

実施した事業場の割合 22.6％ 36.9％ 61.0％ 85.0％ 32.7％

事業場規模 50～99 人 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 計

① 事業場選任の産業医 79.3％ 78.7％ 79.5％ 81.1％ 79.1％

② 事業場所属の医師

（①以外の医師に限る） 4.7％ 5.9％ 6.9％ 8.8％ 5.8％

③ 外部委託先の医師 16.0％ 15.4％ 13.6％ 10.1％ 15.1％

事業場規模 50～99 人 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 計

集団分析を実施した

事業場の割合
76.2％ 79.7％ 83.6％ 84.8％ 78.3％



 

 

ストレスチェック制度について 

 

○ 平成 27 年 12 月１日から、労働者数 50 人以上の事業場を対象として、年１回のス

トレスチェックの実施が義務付けられています。実施結果は所轄の労働基準監督署に

報告しなければなりません。 

 

○ ストレスチェックは、ストレスに関する質問票に労働者が記入し、回答を集計・分

析することで、 

・ 労働者自身のストレスへの気づきを促すこと 

・ 集団分析等を、ストレスの原因となる職場環境の改善につなげること 

などにより、メンタルヘルス不調を未然に防止することを目的としています。 

 

 

 

 

参考１ 

 



KYPRC
テキストボックス
参考２①




KYPRC
テキストボックス
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◆この助成金は、厚生労働省の産業保健活動総合支援事業の一環として行われています。◆

産業保健関係助成金のお問い合せは 

ナ ヤ ミ ヲ シ ロウ

ストレスチェック助成金
（労働者数50人未満の事業場が対象）

職場環境改善計画助成金
（労働者数の制限なし）

○小規模事業場が産業医の要件を備えた医師と
契約し、ストレスチェック等を実施した場合
に、次の費用を助成する。

①ストレスチェックの実施に対する助成
●従業員1人につき500円を上限として、そ
の実費額を支給。

②ストレスチェック実施後の医師による面接指
導・意見陳述に対する助成
●医師による活動１回につき21,500円を上
限として、その実費額を支給（一事業場に
つき年３回が限度）。

小規模事業場
産業医活動助成金

（労働者数50人未満の事業場が対象）

○小規模事業場が産業医の要件を備えた医師と
職場巡視、健康診断異常所見者に関する意見
聴取、保健指導等、産業医活動の全部または
一部を実施する契約をした場合に実費を支給
（６か月当たり10万円を上限×２回限り）。

※一事業場につき将来にわたって２回の支給に限
ります。

○ストレスチェック実施後の集団分析を踏まえ、
【Ａコース】 専門家（※）の指導に基づき、職場環
境改善計画を作成・実施した場合に、指導費用及び
機器・設備購入費の実費を支給（10万円を上限、
うち機器・設備購入費は５万円を上限かつ単価５万
円以内のもので将来にわたり１回限り）。
（※）：産業医等の医師、保健師、看護師、精神保健福祉士、産

業カウンセラー・臨床心理士等の心理職、労働衛生コン
サルタント、社会保険労務士

【Ｂコース】 メンタルヘルス対策促進員の助言・支
援（訪問３回まで）を受け、職場環境改善計画を作
成・実施した場合に、機器・設備購入費の実費を支
給（５万円を上限かつ単価５万円以内のもので将来
にわたり１回限り）。

心の健康づくり計画助成金
（労働者数の制限なし）

○メンタルヘルス対策促進員の助言・支援（訪問３
回まで）を受け、心の健康づくり計画（ストレス
チェック実施計画を含む。）を作成し、計画に基
づきメンタルヘルス対策を実施した場合に支給
（一律10万円）。

※一企業につき将来にわたって１回の支給に限ります。

平成29年度　産業保健関係助成金のご案内

職場の健康づくりを応援します！

０５７０-７８３０４６
独立行政法人 労働者健康安全機構

NEW

KYPRC
テキストボックス
参考２③




○ 事前登録の要件がなくなりました。

○ 年度中に実施した分が翌年度６月３０日まで申請可能となりました。

○ ストレスチェック助成金の②（表面参照）の対象が「ストレスチェック実施後の医師による
面接指導」「面接指導の結果についての事業主への意見陳述」の２点となりました。

のメニューが
 拡充 されました。産業保健関係助成金

※新たな助成金は  平成29年６月１日から申請受付  を開始しております。

助成金に関するお問い合せ・申請はこちら

産業保健・賃金援護部　産業保健業務指導課
〒211-0021 神奈川県川崎市中原区木月住吉町１番１号　事務管理棟

平日 ９時～12時
 13時～18時
（土曜、日曜、祝日休み）

受 付 時 間

小規模事業場産業医活動助成金
（労働者数50人未満の事業場が対象）

労働者数50人未満の事業場

労働者数50人以上の
事業場

ストレスチェック助成金
（労働者数50人未満の事業場が対象）

職場環境改善計画助成金
（労働者数の制限なし）

心の健康づくり計画助成金
（労働者数の制限なし）※企業単位

ストレスチェックの実施及び面接指
導等のほか、ストレスチェック実施
後の集団分析結果を踏まえた職場環
境改善計画を作成・実施した場合の
助成金です。

※「心の健康づくり計画助成金」は、
事業場単位ではなく、一企業につい
て、将来にわたり１回限りの支給と
なりますのでご留意ください。

ストレスチェックについての詳細や、実施プログラム（無料）、各種マニュアル等は、
こちらのWEBサイトをご覧ください。

※各種申請様式は、ホームページからダウンロードしてご利用ください。

https://kokoro.mhlw.go.jp/

https://www.johas.go.jp/

働く人のメンタルヘルス
ポータルサイト

「こころの耳」

「ストレスチェック助成金」が使いやすくなりました。

ナ ヤ ミ ヲ シ ロウ
０５７０-７８３０４６

独立行政法人 労働者健康安全機構

NEW

NEW

NEW

産業保健関係助成金

こころの耳

平成29年度
から



 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」 

○ ストレスチェック制度をはじめとする、メンタルヘルス対策全般の情報を掲載

しています。 

   https://kokoro.mhlw.go.jp/  

○ 本プログラムの利用に関する詳細やご不明点などは、専用のコールセンター

（フリーダイヤル）にお問い合わせください。 

    【電話番号】  ０１２０－６５－３１６７（フリーダイヤル） 

    【受付日時】 10:00～17:00（土・日、祝日、12月29日～１月３日を除く） 

 ストレスチェック制度サポートダイヤル 

○ ストレスチェックに関わる方（産業医、保健師、事業者、衛生管理者、など）

からの、ストレスチェック制度に関するお問い合わせ（事業場における実施方

法、実施体制など）に、専門家がお答えします。 

    【電話番号】 0570-03-1050（通話料がかかります） 

    【受付日時】 10:00～17:00（土・日、祝日、12月29日～１月３日を除く） 

厚生労働省版ストレスチェック実施プログラム 

をご活用いただくことで、簡単･便利に実施することができます。  

このリーフレットについてのご質問は、最寄りの都道府県労働局または労働基準監督署までお問い合わせください。 

｢ ストレスチェックって､どのように実施すればいいの？」とお悩みの方へ 

厚生労働省版ストレスチェック実施プログラム（無料ツール）とは？ 

○ ストレスチェックの受検、結果出力、結果管理までを一括で実施できるプログ

ラムです。厚生労働省ホームページから無料でダウンロードいただけます。 

http://stresscheck.mhlw.go.jp/ 

▼ 他にも、事業者の皆さまにご利用いただける相談窓口があります。 

厚生労働省版ストレスチェック  検 索 

参考２④ 

https://kokoro.mhlw.go.jp/
https://kokoro.mhlw.go.jp/
http://stresscheck.mhlw.go.jp/
http://stresscheck.mhlw.go.jp/
http://stresscheck.mhlw.go.jp/









	挿入元ファイル:"参考２②　産業保健総合支援センター.pdf"
	sanpo_hyo_20160913_ol
	sanpo_p2p3_20160913_ol


